
（女性）

1,121 1,137 1,146
1,168 1,172 1,158

1,093 1,077

533

584 603
638 647 656

675
700

754
791

817
846

891

825
855

55 62 61 68 69 71 70 70 86 78 85 88
69

163 169

37

1,025

1,018
1,045

1,050
1,083

1,052

1,034

1,165

1,159

860

872

181 190

57

25 34 33
63
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（万人）

2,4072,438
2,518

2,568
2,639

2,557

2,437

123 126 131 143 154 145 150 170 190 195 207 232 261 229 234

2,410

2,553

2,635 2,636

 2,3572,6202,610
2,594

2,385

2,637

247236

218
19619294106

11610912010410699116109103109106
20242

9 11 1310

28
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成元年 3年 5年 7年 9年 11年 13年 15年 17年

（万人） 雇用形態別・性別雇用者数の推移

派遣社員

正社員

パート

契約・嘱託・その他

派遣社員

出所：労働力調査特別調査／労働力調査（詳細結果）（総務省）
※平成13年以前は「労働力調査特別調査」（各年２月）、平成14年以降は「労働力調査（詳細結果）」(各年平均）の数値

（注）「正社員」、「契約・嘱託・その他」、「派遣社員」は勤め先での呼称により分類。また、「パート」は勤め先で「パート・アルバイト」と
呼称されている者。いずれも、農林業を含む全産業のもの。

○正社員の数が近年減少傾向にあるのに対し、パートの数は男性、女性ともに長期的に増加傾
向にある。

○パートの数の増加は、労働需要側からみれば、産業構造の変化やグローバル化を背景とした
企業のコスト意識の高まりが主因と考えられる一方、労働供給側からみれば、就業意識の多
様化等を背景に、労働力を供給しやすい柔軟な形態として広がっている側面も強い。（平成18
年版「労働経済の分析」より）

正社員

パート契約・嘱託・その他

（男性）
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40時間

30時間
（3/4）

週労働時間
20時間（1/2）

※雇用保険での基準

・正社員

・パート労働者で週
労働時間が３０時間
以上の者
（サラリーマンの配
偶者を含む）

（第２号被保険者）

パート労働者への厚生年金適用拡大の基本イメージ

厚生年金被保険者
（第２号被保険者）

パート労働者

（約１，２００万人）

・パート労働者で週労働時間が３０時間未満の者
（第１号被保険者） （約120万人）

・20歳未満の者（学生アルバイト）（約10万人）

・60歳以上の者（高齢者パート）（約50万人）

・サラリーマンの被扶養配偶者
（年収130万円未満・労働時間３０時間未満）
（第３号被保険者）

健康保険も適用

約180万人

約130万人

ど
の
よ
う
な
条
件
で
厚
生
年
金
適
用
を
拡
大
す
る
か

合計：約310万人

①サラリーマンの配偶者で年収が被扶養配偶
者の基準（130万円）以上の者（約0万人）

②独身フリーター・母子家庭の母等（約50万人）

③本業は自営業者又はその家族だが別途パー
トで働く者（約70万人）

約300万人

-
1
9
-



厚生年金財政の 収支差

支出増分　② （①－②）

６万円の場合 4,100 億円 4,800 億円 △700 億円

８万円の場合 5,400 億円 5,600 億円 △200 億円

１０万円の場合 6,800 億円 6,400 億円 400 億円

注．適用拡大対象者１人当たりの年金財政への影響を以下のとおり算定。

　　　ただし、上表の算定にあたっては、

　　　（１）保険料収入は、制度成熟時を想定して、厚生年金の最終保険料率１８．３％を各々の総報酬月額に乗じて１２倍。

　　　（２）基礎年金分の支出増分は、国民年金の最終保険料月額１６，９００円（平成１６年度価格）を用い、適用拡大の
　　　　　対象となる短時間労働者の４割（適用拡大対象の短時間労働者に占める第１号被保険者等の割合の推定値）に
　　　　　ついて、厚生年金が新たにこの額を負担することになるものとして算定。（１６，９００円×１２月×０．４＝８．１万円）

　　　（３）報酬比例分の支出増分は、当該総報酬月額で１年間加入することに伴い増加する年金の総額（平成１６年度価格）
　　　　　を受給期間を２６年として算定した。なお、算定にあたっては
　　　　　　　可処分所得割合の変化率として ０．９５
　　　　　　　裁定後における年金額の改定が物価スライドであることの財政効果（約１割）として ０．９
　　　　　　　マクロ経済スライドによる給付水準調整割合１５％を反映して　０．８５
　　　　　をそれぞれ乗じた。　（８万円×5.481／1000×１２月×２６年×０．９５×０．９×０．８５＝９．９万円）

短時間労働者に厚生年金の適用を拡大した場合の年金財政への影響

（制度成熟時を想定した単年度収支への影響額の粗い試算）

○週所定労働時間２０時間以上を適用基準とする場合（３１０万人程度の適用拡大を仮定）

厚生年金財政の
保険料収入増分①

（労使合計）

保険料賦課基準とする
総報酬月額の平均

基礎年金分 報酬比例分

６万円 １３.２万円 １５.６万円 ８.１万円 ７.５万円

８万円 １７.６万円 １８.１万円 ８.１万円 ９.９万円

１０万円 ２２.０万円 ２０.５万円 ８.１万円 １２.４万円

厚生年金財政の
保険料収入増分

（労使合計）

保険料賦課基準とする
総報酬月額の平均

厚生年金の
支出増分

-
2
0
-



パート労働者へ適用拡大した場合の影響の目安
（大まかな規模を示したものであり、年金の財政計算に用いるものではない）

週労働時間２０時間以上週労働時間・賃金水準

勤務期間

月額

98,000円
以上

（年収117
万円以上）

月額

88,000円
以上

（年収103
万円以上）

月額

78,000円
以上

（年収88万
円以上）

下限なし 週労働時間
20時間以上

または

年収65万円

以上

制限なし

－

４００万人

２，８００
億円

適用拡大対象者数 ４０万人 ７０万人 １５０万人 ２５０万人１年

以上 事業主の

年金保険料負担増

適用拡大対象者数 ４０万人 ９０万人 １８０万人 ３１０万人 ９００万人制限

なし 事業主の

年金保険料負担増

４００億円 ６００億円 １，２００
億円

１，８００
億円

４００億円 ８００億円 １，４００
億円

２，２００
億円

５，９００
億円

－

（注１）平成１５年８月に社会保障審議会年金部会に示した試算をベースとした。パート労働者の週労働時間別・年収別の分布
は、当時と同様に平成１３年のパートタイム労働者総合実態調査の結果を利用した。

（注２）上記のパートタイム労働者総合実態調査に基づき、新たに適用されるパート労働者の平均賃金を下表のとおりとし、それ
に保険料率（現行の14.642%、労使折半）を乗じて事業主の年金保険料負担増とした。
（なお、下表において＊印で示したところは、標準報酬の下限が設定されていないものとしている。）

１０万円

月額88,000円以上

８万円 ＊

下限なし

９万円

月額78,000円以上

７．５万円 ＊８万円 ＊１１万円

月額98,000円以上
制限なし

週労働時間２０時
間以上または年収
６５万円以上

週労働時間２０時間以上

（注３）上記の試算においては、中小零細の事業所への適用猶予措置は考慮していない。

-
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　　　　　標準報酬等級下限に該当する厚生年金保険料と
　　　　　国民年金保険料の関係

標準報酬等級下限に該当する厚生年金保険料（労使合計）

20時間以上　かつ （参考）

下限Ａ案 下限Ｂ案 下限Ｃ案
20時間以上

または

年収65万円以上
国民年金保険料

月額　98,000円 月額　88,000円 月額　78,000円 月額　58,000円

（現行どおり）

現在

14,349円 12,885円 11,421円 8,492円18年9月～19年3月 13,860円

厚年　14.642%
（19年4月～
　　　　14,100円）

将来

17,934円 16,104円 14,274円 10,614円29年9月～ 16,900円

厚年　18.3% （平成16年度価格）

（参考）

拡大対象者数
（中小企業も含む粗い試算） 40万人 80万人 150万人 400万人

-
2
2
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パート労働者の賃金月収と週労働時間ごとの相当する時給の関係（例）

週２０時間労働の場合 週２５時間労働の場合 週２９時間労働の場合

月収６万円 時給７００円 時給５６０円 時給４８０円

月収８万円 時給９３０円 時給７４０円 時給６４０円

月収１０万円 時給１，１６０円 時給９３０円 時給８００円

※１月＝４．３週として計算、１０円単位で四捨五入。

-
2
3
-



厚生年金適用に伴うパート労働者本人の給付と負担の変化のイメージ
（報酬10万円、加入期間１年又は２年の場合の例）

○ 厚生年金の制度設計は、「生涯を通じて負担する保険料の合計額」「生涯を通じて受給する年
金の合計額」のいずれも、「報酬」と「加入期間」に比例する仕組み。

生涯の保険料負担合計額 ： 保険料月額（報酬×保険料率）×加入期間

生涯の年金給付合計額 ： 年金月額 （報酬×給付乗率 ×加入期間） ×受給期間

○ このため、保険料負担と年金給付の「実額」は、個々人の「報酬」と「加入期間」に応じ様々だ
が、その「相対関係」は、変わらない。

⇒ 下記の例（報酬10万円、加入期間１年又は２年）より「報酬」が高く、又は「加入期間」が長くても、「負担が２倍と
なれば給付も２倍、負担が10倍となれば給付も10倍」という関係が維持される

（注）国民年金保険料は定額であるため、「保険料負担の変化」と「報酬」は必ずしも比例しない

【報酬１０万円、加入期間１年又は２年の場合の例】 パートの平均勤続期間は女性5.0年、男性3.7年（17年賃金構造基本統計調査）

被保険者種別の変化 加入期間 保険料負担の変化 年金給付の変化

１年 約８万円減 【１年間の合計】

（月額 6,716円減）

２年 約16万円減 【２年間の合計】

（月額 6,716円減）

約33万円増 【64歳～平均寿命の25年３か月間の合計】

（月額1,074円増）

１年 約９万円増 【１年間の合計】

（月額 7,144円増）

約16万円増 【64歳～平均寿命の25年３か月間の合計】

（月額 537円増）

３号→２号

（サラリーマンの妻）

２年 約17万円増 【２年間の合計】

（月額 7,144円増）

約33万円増 【64歳～平均寿命の25年３か月間の合計】

（月額1,074円増）

１号→２号

（自営業者の妻）

（独身者）

約16万円増 【64歳～平均寿命の25年３か月間の合計】

（月額 537円増）

（注）・保険料と年金額の月額については、18年度水準で計算
・生涯の負担と給付については､賃金・物価スライド等は加味していない機械的な試算
・昭和40年生の女性の場合（厚生年金の支給開始年齢６４歳、６０歳時平均余命２９年３か月）

-
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世帯一人当たり所得別の年金月額及び所得代替率
（平成１６年度水準）

45.9%
49.9%

86.3%

66.1%

43.0%

104.5%

124.2%

16.4万円
(夫婦で32.9万円)

15.0万円
(夫婦で30.1万円)

9.4万円
(夫婦で18.8万円)

13.6万円
(夫婦で27.3万円)

8.8万円
8.3万円

0%

20%

40%

60%
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100%

120%

140%

160%

世

帯

一

人

当

た

り

年

金

月

額

（万円）

～～

世帯一人当たり所得
１５万円の場合

世帯一人当たり所得
２５万円の場合

世帯一人当たり所得
３５万円の場合

注：世帯一人当たり所得の[  ]内は、手取り賃金（ボーナス込み年収の月額換算値）である。

年金月額

所得代替率

10万円
[10.9万円]
(夫婦で

　20万円)

○　世帯一人当たり所得水準によって所得代替率が変化（世帯一人当たり所得が同じであれば、所得代替率は同じ）
　　 パート適用を行った場合でも、世帯一人当たり所得と所得代替率の関係に変化はない。

世帯一人当たり所得
３０万円の場合

世帯一人当たり所得が平均的な
賃金で夫のみ就労する世帯と同
じ場合
[世帯一人当たり所得19.7万円]

所

得

代

替

率

15万円
[16.4万円]
(夫婦で

　30万円)

20万円
[21.8万円]
(夫婦で

　40万円)

25万円
[27.3万円]
(夫婦で

　50万円)

30万円
[32.8万円]
(夫婦で

　60万円)

5

10

15

20

35万円
[38.2万円]
(夫婦で

　70万円)

11.7万円
(夫婦で

23.3万円)

59.3%

月収10万円
ボーナスなし
の単身者の場
合[手取り所得8.4
万円]

月収８万円
ボーナスなし
の単身者の場
合[手取り所得
6.7万円]

世帯一人当たり所得
１０万円の場合
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諸外国における短時間労働者に対する適用

○アメリカ［2006年］
被用者については、報酬（earnings）の多寡や労働時間の長短を問わず、すべて適用し、保険料が賦課

される。（年金額算定の根拠となる保険料記録は、年970ドル［111,065円］以上の収入について行われ
る。）

○イギリス［2006年］
報酬（earnings）が週84ポンド［17,052円］以上の被用者は強制加入。（低所得者・無業者などは任意加

入。）
※週84ポンド→年換算（５２倍）すると4,368ポンド［886,704円］に相当

○ドイツ［2005年］
月の報酬（earnings）が400ユーロ［54,600円］以上又は週の労働時間が１５時間以上である場合は強制

加入。
（400ユーロ未満かつ週の労働時間が１５時間未満の場合は任意加入。）（加入しない場合でも、事業主に

対して、
年間２か月又は５０日未満の短期間雇用の場合を除き、報酬の１２％に相当する保険料が賦課される。）
※月収400ユーロ→年換算（１２倍）すると4,800ユーロ［655,200円］に相当

○フランス［2004年］
報酬（earnings）を有する者については、強制適用対象となる。（年1,522ユーロ［201,665円］以上の収

入がある
場合１四半期の保険期間を得ることができる（１暦年につき最大４四半期まで）。）

○スウェーデン［2006年］：申告対象となる収入（income）（年間16,800クローネ［252,000円］以上）を有す
る者は強

制加入。
○オランダ［2006年］：被用者はすべて強制加入。

24
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適用（保険料負担）を回避するための 保険料負担による減収を補うための
週労働時間 賃金収入の変化 週労働時間 賃金収入の変化

２９時間 １９時間 －３４．５％ ３３時間 ＋１３．８％

２５時間 １９時間 －２４．０％ ２９時間 ＋１６．０％

２２時間 １９時間 －１３．６％ ２５時間 ＋１３．６％

２１時間 １９時間 － ９．０％ ２４時間 ＋１４．３％

－１２．０％

厚生年金 ７．３%
(14.642 / 2)

健康保険 ４．１%
(8.2 / 2)

介護保険０．６％
（1.23 / 2)

適用前の
労働時間

保険料本人負担に伴う
手取り収入の変化

（注１）時間給制で、労働時間の増減に伴い比例的に賃金収入が増減することを前提としている
（注２）厚生年金の保険料率は18年9月～19年８月のもの、健康保険、介護保険の保険料率は政管健保のもの（18年3月～）

社会保険適用と就業調整について

上記③の「実際には「就業調整」は起きにくい」との立場からは、

○ 保険料本人負担を回避するため労働時間を短縮した場合、手取り収入がそれ以上に減少する場合
が多いので、実際に労働者が就業調整を行うことは少ない、むしろ労働時間を延長して保険料負担に
よる減収を補おうとするのではないか、との見解や、

○ 労働時間を短縮しても一日又は半日拘束されることに変わりはないことから、週２０時間未満への就
業調整は起きにくいのではないか、との見解もある。

社会保険適用に伴い発生する保険料負担を回避するため、パート労働者本人が「就業調整」を行うか
否かについては、

① 何らかの適用基準を設ける限り「就業調整」は不可避である

② 就業調整が発生するとしても、なくすように工夫して適用拡大を図るべき

③ 例えば「週労働時間20時間以上」を適用対象とした場合、実際には「就業調整」は起きにくい

といった様々な見解がある。

（参考）社会保険適用に伴う収入の変化の例 （週労働時間20時間以上を適用対象とした場合のイメージ）

＊勤務期間、月収など別の切り口からも適用基準を設けた場合、これらの基準で適用除外となる者には下記の保険料負担は発生しない
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（１）事業主に対する適正な届出指導

① 新規適用事業所を対象とした説明会での届出指導

② 算定基礎届の提出時に開催する事務説明会での適正な届出指導

③ パンフレット及び広報誌を活用した制度の周知

（２）事業所調査の実施

① 事業所調査の重点化（平成１６年６月～）

労働者派遣業等の業種や短時間就労者、外国人労働者等を多く使用する事業所を重点的調査

対象の事業所とする。（選定する業種等は、昨今の会計検査院の実施検査における指摘事項等

を踏まえて選定。選定業種：派遣業、卸売業・小売業、飲食業、サービス業等）

② 数値目標の設定（平成１７年４月～）

事業所調査件数は、全事業所の４分の１以上とする。

③ 効果件数の把握（平成１８年４月～）

短時間労働者、外国人労働者や労働者派遣を受けている事業所の実態把握及び調査結果によ

る資格関係の効果件数を毎月報告することとし、調査対象事業所の効率的・効果的選定を実施。

④ 平成１９年度の取組み

都道府県労働局との連携強化による請負労働者、派遣労働者及び外国人労働者の届出漏れ等

の情報提供に基づく重点的な調査を的確に実施。

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

調査事業所数

（単位：所）

３４４，１７５

（▲４．７％）

３２９，５７０

（▲４．２％）

３０７，５７６

（▲６．７％）

３２９，４６４

（７．１％）

３７６，８１８

（１４．４％）

〈参考〉調査官総合調査件数の推移

（注）括弧内は、対前年度伸び率。

１．パート労働者等の適用対策

～厚生年金保険の適用への取組みについて～
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（１）適用促進の取組み

① これまでの取組み

・ 法人登記申請書等の閲覧及び雇用保険の適用事業所に関する情報等により未適用事業所を把

握し、加入勧奨状の送付及び社会保険労務士等の巡回説明により、届出を行うよう指導を実施。

・ 平成16年７月からは、まず一定規模以上の事業所から、呼出（原則５人以上）による加入指

導を行い、その後、戸別訪問（原則20人以上）等による重点的な加入指導を実施。

・ 平成17年度からは、戸別訪問等による重点的な加入指導の対象を15人以上に拡大し、重点的

な加入指導後においても加入手続を行わない一定規模以上（20人程度を目途）の事業所から、

立入検査等を実施し職権による適用を実施。

〔※ 厚生年金保険の適用促進業務の実施状況等について、総務省行政評価局による「厚生年金保険に関する行政評価・監

視〈評価・監視結果に基づく勧告〉」がなされている。〕

② 平成１８年度の取組み

・ 職権による適用を行うべき事業所を、20人程度以上から15人程度以上に拡大するとともに、

職権による適用の徹底を図る。

・ 戸別訪問等による重点的な加入指導の対象を10人以上に拡大。

③ 平成１９年度の取組み

・ 適用促進業務に計画的かつ確実に取り組むため、社会保険事務局毎に取組み目標及び具体的

な計画等を策定し、これに基づき取組みを実施。

・ 重点的な加入指導の対象は、平成18年度と同様に10人以上とするが、職権による適用は10人

以上に拡大し、加入手続きに応じない事業所は、速やかな立入検査による厳格な適用を実施。

２．事業所の適用促進対策

-
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（２）市場化テスト事業等の実施

① これまでの取組み

・ 平成17年度から未適用事業所の把握及び加入勧奨業務について、包括的に市場化テストのモ

デル事業として、５箇所の社会保険事務所で民間事業者に業務を委託して実施。

・ 平成18年度は、さらに104箇所の社会保険事務所へ拡大。

② 平成１９年度の取組み

・ これまでの市場化テストのモデル事業の経験も生かしつつ、全ての社会保険事務所で民間委

託（具体的な手法等を民間事業者ヘあらかじめ示す通常の委託方式）を実施。

・ 社会保険事務所では、民間委託による適用促進（未適用事業所の把握、訪問勧奨）の活用を

図り、重点的な加入指導、職権による適用の強化ヘつなげる。

-
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（１）偽装契約への対策

① 問題の所在

従業員を退職させ、複数の個人事業所を設立し、低い報酬の従業員を出向させ、別の偽装

契約で差額賃金を支払うことにより、不正に社会保険料を下げる事例が発生。

② 社会保険での適正化の取り組み

・ 発生事例を地方社会保険事務局へ情報提供し、報酬に大幅な変動がある場合は調査する

よう指示。

・ 重点的な事業所調査の対象として調査を実施。

（２）加入事業所の違法脱退への対策

① 問題の所在

会計検査院の平成１２年度決算検査結果や全喪届が提出されているにもかかわらず事業を

継続している事業所がある等の指摘等があった。

② 全喪届の適正な処理

全喪届の提出にあたって取締役会議事録の写し等の第三者の確認がない書類を添付してい

る場合は、できる限り詳細な聴き取りを行い受理するとともに、疑義がある場合には実地調

査を行うなど、引き続き、全喪届の適正化に向けた取組を確実に実施。

３．その他の取組み

-
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（※ これまでの取組み）

・ 健康保険法施行規則の一部改正により、適用事業所に該当しなくなった場合の届出を規定。あわせて、その旨を証する

書類の添付を義務化。（平成１５年４月～）

・ 各社会保険事務局・事務所に対し、解散や休業を理由とする全喪届を受け付けるに際しての調査確認方法を指導。

（平成１５年１１月～）

・ 全喪届に係る事務処理の適正化を進めるにあたり、平成１６年１月から９月末までに届け出られた全喪届約４万件につい

て総点検を実施。（平成１６年９月～）

・ 全喪届に係る事業主の虚偽の届出を防止し、適用の適正化を図るため、地方社会保険事務局のホームページで全喪届を

提出した事業所名等を公表。（平成１８年１１月～）

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

全喪事業所数

（単位：所）

７８，２７６

（１１．９％）

７９，６１１

（１．７％）

６２，８９０

（▲２１．０％）

４６，０９２

（▲２６．７％）

４５，２２３

（ ▲１．９％）

〈参考〉厚生年金保険の全喪事業所数の推移

（注）括弧内は、対前年度伸び率。
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○ 強制適用事業所は、

① 法人事業所で常時従業員を使用するもの。

② 所定の事業を行う個人の事業所で常時５人以上の従業員を使用するもの。

その他の事業所は、任意適用事業所。

（注）製造、建設等の事業を行う従業員５人以上の個人事業所は、強制適用事業所とされているの

に対し、飲食、宿泊等の事業を行う従業員５人以上の個人事業所は、任意適用事業所とされて

いるところ。

○ 被保険者は、適用事業所と常用的使用関係にある者。

○ 常用的使用関係の有無は、労働日数、労働時間、就労形態、勤務内容等を総合的に勘案し、

個別具体的事例に即して認定。

（注）適用除外：下記のいずれかに該当する者は被保険者から除外している。

① 臨時に２ヶ月以内の期間を定めて使用され、その期間を超えない人

② 臨時に日々雇用される人で１ヶ月を超えない人

③ 季節的業務に４ヶ月を超えない期間使用される予定の人

④ 臨時的事業の事業所に６ヶ月を超えない期間使用される予定の人

社会保険の適用基準

（参考１）
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未適用事業所に対する適用促進の流れ

1. 適用促進対象事業所の
選定

適用促進対象事業所

2. 文書による加入指導 ・適用促進対象事業所に対し加入勧奨状を送付。

3. 巡回説明

・定期的な登記申請書の閲覧等により新設法人を把握。
・雇用保険との適用事業所データの突合。

・社会保険労務士への委託等により巡回説明を行う。

・戸別訪問を行うほか、呼出、電話又は文書により、繰り返し指導を行う。
・原則として、従業員が一定規模以上の事業所から実施。

    16年度   17年度   18年度
   20人以上 → 15人以上 → 10人以上

※ 16年度から取組みを開始

5. 戸別訪問等による加入
指導

4. 呼出による加入指導

重点的な加入指導

6. 立入検査の実施

職権による適用

・事業所に立ち入り、被保険者資格等の確認を職権により行う。

・社会保険事務所へ呼び出し、加入指導を行う。
・原則として、従業員規模が５人以上の事業所から実施。

※ 17年度から取組みを開始

・原則として、従業員が一定規模以上の事業所から実施。
  17年度   18年度
 20人以上 → 15人以上

目視、窓口装置等
による確認

（参考２）
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（参考３）
平成17年度 未適用事業所に対する適用促進の実施状況について

（ 概 要 ）

１ 適用促進対象事業所の選定の実施状況

〔※市場化テスト対象事務所分（別掲）は注２参照。以下同じ。〕○ 対象事業所数 ２６４,７６６ 事業所

〔※〕○ 適用促進対象事業所として選定した事業所数 １２４,５１０ 事業所

２ 適用促進対象事業所に対する加入指導等の実施状況

指 導 結 果
実施事業所数

うち適用に結びついた事業所数 うち適用済であった事業所数 うち適用対象外等事業所数

文 書 加 入 指 導 １２５,７５７ ２,５０５ １０,２９０ １６,３６４

巡 回 説 明 ６７,２３９ １,７７４ ４,５８３ ２８,７９１〔※〕

呼 出 加 入 指 導 ８,５６３ ３３２ １０２ ４７１

戸別訪問等加入指導 ４,０１３ ２３９ ６７ ４１３

( )職 権 適 用 １１ １１ 81被保険者数 人

＊ 上記の加入指導等により適用に結びついた事業所数の総数は ４，８６１事業所

(平成18年3月末現在)３ 適用に至っていない事業所数

＊（ ）は構成割合従 業 員 規 模
事業所数

５人未満 ５人～９人 10人～14人 15人～19人 20人以上

(74.5%) (18.5%) (4.2%) (1.4%) (1.4%)６３,５３９ ４７,３６２ １１,７２１ ２,６７７ ８８４ ８９５

＊ 上記の事業所数は、平成17年度以前の適用促進事業の結果、適用に至っていない事業所として把握したものを含む。

（注１） 上記は、市場化テストの対象となっている５社会保険事務所を除く、３０７社会保険事務所の状況を集計したもの。

（注２） 市場化テストの対象となっている５社会保険事務所の実施状況の概要。

① 適用促進対象事業所の選定の実施状況
・ 対象事業所数 ５,７９５事業所
・ 適用促進対象事業所として選定した事業所数 ４,０３９事業所

② 適用促進対象事業所に対する加入指導等の実施状況

（ ） （ ） （ ）実施事業所数 適用に結びついた事業所数 適用済等であった事業所数
巡 回 説 明 ２,３６７ ２２３ １,２５６
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事業主団体用 

平成１９年１月２９日 

 

（事業主団体） 御中 

 

社会保障審議会年金部会 

パート労働者の厚生年金適用 

に関するワーキンググループ 

 

 

パート労働者の厚生年金適用に関する追加ヒアリングのお願いについて 

 

貴協会におかれましては、ますますご発展のこととお慶び申し上げます。 

先日はご多忙のところ、当ワーキンググループのヒアリングにご対応いただきま

して、ありがとうございました。パート労働者の様々な実態につきましてご教示い

ただき、感謝申し上げます。 

その後、当ワーキンググループ内で検討したところ、以下のような点につき、さ

らに理解を深めていくことが必要と考えております。重ねてのご協力のお願いとな

り恐縮ですが、２月 日に開催を予定しております当ワーキンググループの追加ヒ

アリングにおいて、ご説明いただけると幸いです。 

また、前回のヒアリングの際に集計中であった調査でさらに集計が進んだものが

ございましたら、ぜひ参考にさせていただきたいので、併せてご提出をお願いいた

します。 

 

 

１．企業の雇用管理制度およびパート労働者の実態について 

 

以下の事項につきましては、ヒアリングでの貴重な時間をより有効に活用するた

めに、考え方についての関連する文書や資料などについて、可能であれば、事前に

事務局までご提出いただければ幸いです。 

 

（１）労働組合からのヒアリングにおいては、パート労働者でも残業がある人や、

正社員と同じ仕事をしている人も多いというご意見がありました。 
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ついては、貴業界において、一般的に、正社員とパート労働者を分ける上で

の考え方、職務内容や人材活用の仕組み、処遇といった点での仕組み上の違い

があればご教示願います。 

また、正社員に近いパート労働者とそれ以外のパート労働者などの複数の雇

用管理区分を設けている場合には、その内容についてもご教示願います。 

さらに、賃金額について、正社員とパート労働者の比較を行うため、正社員

とパート労働者それぞれの賃金額（月額）の現状についても平均値・分布等を

ご教示願います。 

 

（２）労働組合からのヒアリングにおいては、パート労働者でも雇用期間が長期に

わたる人も多いというご意見がありました。 

ついては、貴業界において、雇用契約期間や勤続期間が長いパート労働者と

短いパート労働者とで、職務内容や人材活用の仕組み、処遇といった点で違い

があればご教示願います。 

 

（３）労働組合からのヒアリングにおいては、労働時間が短くても時間当たりの仕

事に対する姿勢は正社員と変わらないというご意見がありました。 

ついては、貴業界において、労働時間の長いパート労働者（例えば既に厚生

年金が適用されている人）と短いパート労働者（例えば厚生年金が適用されて

いない人）とで、職務内容や人材活用の仕組み、処遇といった点で違いがあれ

ばご教示願います。 

 

（４）事業主団体からのヒアリングでは、パート労働者は主婦、高齢者、学生など、

就労動機や意欲の面でも多様な面があるとのご指摘がありました。さらに、こ

うしたパート労働者の実態は、業界ごとでも多様であると考えられます。 

実態が様々であるパート労働者への適用拡大を検討する上では、所定労働時

間のみに着目するのではなく、その他の労働条件や属性について、互いにどう

いう関係になっているかを把握することも有意義と考えられます。 

ついては、貴業界のパート労働者について、 

①所定労働時間と賃金額（月額）との相関関係 

②所定労働時間と雇用契約期間との相関関係 

③所定労働時間と「学生」「主婦」「有職者」といった属性との相関関係 
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